
全住済事発第 ４号 

平成２３年６月１日 

 

会  員  各  位 

 

社団法人全国公営住宅火災共済機構 

理 事 長  河 崎 広 二 

 

住宅防火施設整備補助事業平成２３年度要綱の通知 

及び補助申請について 

 
住宅防火施設整備補助事業実施規程第４条の規定により、平成２３年度要綱を策定しましたので

通知します。 

本年度より、平成２７年度までは特例事業として、従来の住宅用火災警報器に加え社会資本整備

計画の効果促進事業のうち、防火・防災・避難及びバリアフリーに関連する事業に対する補助を行

います。火災警報器については煙感知式に加え熱感知式も対象とし、面積要件は撤廃しました。 

つきましては、補助をご希望の会員は、別記様式１２「住宅防火施設整備補助申請書」に必要書

類を添付のうえ、平成２３年７月２０日（水）までにご申請ください。 

なお、申請多数の場合は、補助要綱第２条第５項に基づき調整を行います。 

  

＜送付書類＞    

住宅防火施設整備補助事業平成２３年度要綱及び別表       １部 

住宅防火施設整備補助申請書（別記様式１２）及び記入例    各１部 

共済委託確認書及び記入例                  各１部 

特例事業について                       １部 

 

 

記 

 

 

１ 補助申請について 

（１） 住宅防火施設整備補助申請書（別記様式１２） 

◎ 作成にあたっては、同封の「特例事業について」ならびに「住宅防火施設整備補助申

請書」の記入例をご参照ください。 

 

※ 詳細及び記入方法については、事務処理マニュアルならびに記入例をご参照ください。 

※ 各種申請様式については、当機構ホームページにてダウンロードすることが可能です。 

 

 

 



（２） 添付書類について 

補助申請にあたっては、下記の添付書類が必要です。 

① 購入見積書（写）又は工事見積書（写） 

◎ 作成業者の印のあるもの 

◎ 工事が必要な補助品目について、全体の工事設計の見積書を提出する場合、 

（ａ）その工事の総額が表示されている頁 

（ｂ）補助対象品目の見積額が明示された内訳明細書 

以上２点が必要です。 

 

② 補助対象設備等の設置状況を示す図面 

◎ 図面上に設置箇所を明示したものを添付してください。 

 

③ 共済委託確認書 

◎ 共済未委託住宅に設置する設備等を申請する場合は、提出してください。 

◎ 補助対象となるのは、共済加入済住宅に設置する場合のほか、共済加入予定

であって、「共済委託確認書」の提出のある住宅に設置する場合に限ります。補

助申請前に、共済加入状況をご確認ください。 

 

 

２ その他留意事項について 

（１） 補助事業申請書提出期限  

平成２３年７月２０日 (水) 必 着（締切日厳守） 

 

※ 本年度は多数の申請が見込まれるため、締切日を過ぎた申請は受付できない場合もあ

りますので、予めご了承ください。（遅延する場合は、事前にご連絡ください。） 

 

（２） 補助金交付申請書提出期限 

   

   

 

※ 上記期限にかかわらず、整備が完了しましたら、住宅防火施設整備補助金交付申請

書に、必要書類を添付のうえ速やかにご提出ください。申請様式等につきましては、

補助事業承認書と併せて送付いたします。 

   なお、補助事業承認書の通知前であっても事業を進めることができます。 

ただし、承認額の確定は事業承認書によりますので、書類審査及び調整等により会

員による申請額と差異が生じることがあります。 

※ 上記期限までに交付申請書の提出がない時は、補助金の交付ができない場合があり

ます。やむを得ない理由があり提出できない場合は、必ず事前に 

【事業部０３（３５０１）９４９７】迄、ご連絡ください。 

 

 平成２３年度事業補助金交付申請書提出期限 平成２４年２月１０日（金）必着（締切日厳守）



（３） 事業の中止 

事業承認後、会員の都合により設置事業を中止する等、当該補助金が不要になった場合

は、その理由を記した書面を、速やかに機構にご提出ください。 

 

 

３ 住宅防火施設整備補助事業申請手続きの流れ 

                ７月２０日              整備完了後      平成２４年 

６月上旬     （必着）       ９月下旬頃     速やかに      ３月末まで 

 

             

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                          

 

 

 

 

                   

                  ◆提出期限に間に合わない場合は、事前にご連絡ください。 

 

その他、詳細については、「共済事業の事務処理マニュアル」にて、ご確認ください。 

 

４ 提 出 先 

 

 

 

   

     ＜お問い合わせ＞  社団法人全国公営住宅火災共済機構 

事 業 部  渡部
ワ タ ベ

    

Tel  ０３（３５０１）９４９７ 

Fax ０３（３５０１）６９１４ 

〒１０５－０００１   

東京都港区虎ノ門二丁目３番１７号 虎ノ門二丁目タワー２１階 

    社団法人全国公営住宅火災共済機構  事 業 部 宛 
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平成２３年度 補助金交付申請書最終提出期限 

平成２４年２月１０日（金） 

審査 

補助申請時添付書類 
・購入見積書又は工事見積書 
・設置箇所を示す図面 

補助金交付申請時添付書類 
・物品購入契約書、工事請負契約書又は請

求書及び明細書 
・納品書又は工事竣工調書 
・補助対象設備等の写真 



平成２３年度住宅防火施設整備補助事業要綱 
 

 

 住宅防火施設整備補助事業実施規程（以下「防火補助規程」という。）第４条の規定に基づき、

平成２３年度住宅防火施設整備補助事業要綱を、次のとおり定める。 

 

（補助総額と配分目途） 

第１条 平成２３年度における住宅防火施設整備補助事業の補助総額は、120,000,000 円とし、

次条に定める基本事業と特例事業にそれぞれ 50,000000 円と 70,000,000 円を目途に配分するも

のとする。 

（定義） 

第２条 基本事業とは、防火補助規程別表の補助対象品目の消火器から避雷設備までの欄に掲げ  

る対象品目のことをいい、特例事業とは、防火補助規程別表の理事長が定める品目の内容であ 

る防火・防災・避難（バリアフリー改修を含む）に関連する品目のことをいうものとする。 

（実施方針） 

第３条 平成２３年度における実施方針は、次のとおりとする。 

一 基本事業のうち、消火器については、会員が選択できるよう薬剤質量又は薬剤量による複数

の補助単価を設定する。 

二 特例事業のうち、住宅用火災警報器については、既存の住宅に設置するものを対象とし、従

来の煙感知式に加え、熱感知式の製品も対象とする。 

三 補助対象事業について、国の社会資本整備総合交付金等を活用した場合は、事業費から当該

交付金等の額を控除した額を限度として補助金額を決定する。 

四 新設予定の住宅及び共同施設と、既存の住宅及び共同施設の双方について申請があった場合

は、後者に設置するものを優先する。  

五 申請多数の場合は、防火補助規程第 6 条に基づき調整を行うものとする。 

（補助対象品目等） 

第４条 平成２３年度の補助対象品目、補助基準、補助単価、補助率、補助限度額及び会員当た

りの年間限度額は、別表のとおりとする。 

（補助申請提出期限） 

第５条 住宅防火施設整備補助申請書の提出期限は、平成２３年７月２０日とする。 



別　表

補助対象品目 １会員年間限度額

消　火　器 補助基準…住戸は２戸に１本、共同施設は１棟に１本 1,500,000円

補助単価…3,000円

・ 粉末消火器で薬剤質量が２キログラムまでのもの及び

強化液消火器で薬剤量が２リットルまでのもの

補助単価…5,000円

・ 粉末消火器で薬剤質量が２キログラムを超えるもの及び

強化液消火器で薬剤量が２リットルを超えるもの

消火器格納箱 補助率…５割 100,000円

消　火　栓 補助基準…概ね２０戸に１基 500,000円

補助単価…100,000円

消火栓ホース等 補助率…５割 100,000円

防火水槽 補助基準…１団地につき１基 700,000円

補助率…事業費から国庫補助等を除いた額の５割

補助限度額…350,000円

構内照明灯 補助単価…25,000円 200,000円

避雷設備 補助率…５割　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 200,000円

住宅用火災警報器 補助基準…１戸につき3基まで

補助単価…2,000円

・ 既存の住宅に設置するもの

・ 煙感知方式及び熱感知方式いずれも対象とする

防犯カメラ 補助率…２割

防災無線 補助率…２割

防災器材収納庫 補助率…２割

その他関連品 品目…ガス警報器、一酸化炭素警報器、避難はしご 　　　　総額で

　　　避難用ハッチ 等 1,000,000円

補助率…２割

耐震診断 補助率…１割

避難用スロープ・手すり 補助率…１割

共用部分及び住戸内に設置又は工事を行うものを

対象とする

廊下幅確保・段差解消 補助率…１割

共用部分及び住戸内に工事を行うものを対象とする

注 1 　補助単価とは、１補助対象品目に対する補助額をいう。

2 　年間限度額とは、１会員につき、補助対象品目単位で申請年度内に補助する限度額をいう。

3 　補助率とは、事業に係る経費に対して補助する率をいう。

4 　補助限度額とは、１補助対象品目に対して補助する限度額をいう。

5 　補助基準による申請対象数量の端数については、切捨てとする。

例）あけぼの団地50戸に消火栓を設置するケース

　　消火栓（補助基準20戸につき1基）→　申請対象数量　2基

補助基準・補助単価・補助率等
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別記様式１２

社団法人　全国公営住宅火災共済機構　理事長　殿

団体名・代表者職氏名

印

［申請内容］

※特例事業の補助品目に優先順位を付け、ご記入ください。

※ 防火水槽で、国庫補助等が適用になる場合は、その額をご記入ください。（         　 　                    ）

優先
順位

小　　　計

合　　　計

整備完了予定日 平成 　　年 　　月 　　日 施設・設備の管理形態 直接・公社委託・その他（        　    　）

補助品目

会員名 担当者 FAX

承認
番号

符号 団地及び建物名称
契約
戸数

住宅用火
災警報器
対象戸数

数量
所要経費見積額

　　　　　　（円）

平成　　　年　　　月　　　日

住宅防火施設整備補助申請書

会員-区分ｺｰﾄﾞ 担当課 TEL



別記様式１２

社団法人　全国公営住宅火災共済機構　理事長　殿

団体名・代表者職氏名

○○県○○町
町長　○　○　○　○

印

［申請内容］

緑ヶ丘

緑ヶ丘 消火器格納庫

あけぼの 住宅用火災警報器

虎ノ門 防犯カメラ

平和台 耐震診断

平和台

※特例事業の補助品目には優先順位を付けてください。

3

3

179

179

10

10

89

89

2,685,200

2,685,200

002 5 50 150,000 2

002 15 24 2 2,000,000

31

30 90,000

13

1

001 20 10 30 90,000

住宅課

○○○○

1234-56-7890

1234-56-0001

001
消火器
（薬剤質量３㎏）

120,00015

TEL

会員名

※ 防火水槽で、国庫補助等が適用になる場合は、その額をご記入ください。（         　 　                    ）

整備完了予定日 平成 ２４年 　１月 ３１日 施設・設備の管理形態 直接・公社委託・その他（        　    　）

○○県○○町

001 1 15

1

担当者 FAX

承認
番号

符号 団地及び建物名称
契約
戸数

住宅用火
災警報器
対象戸数

数量
優先
順位

所要経費見積額
　　　　　　（円）

小　　　計

合　　　計

補助品目

平成　　　年　　　月　　　日

住宅防火施設整備補助申請書

会員-区分ｺｰﾄﾞ ○○３０１－０１ 担当課

4002 15 24 ガス警報器 24 235,200

申請する団地が含まれる符号毎に記入

承認番号・符号は、該当年度の委託承認書

で確認のこと

申請時点における完了予定日を記入 該当するものを○で囲む

住宅用火災警報器を申請する

場合に記入する

契約戸数のうち、申請対象戸数

を記入

補助基準に適合する数量を記

入（品目ごとの補助基準は別表

で確認のこと）

補助数量基準により算出した申請数量の端数処理

は切捨てとする

例）緑ヶ丘団地31戸に消火器を設置する場合

（補助基準2戸に1本）→補助対象数量15本

消火器は、必ず薬剤質量を記入

※薬剤の詰め替えは補助対象外

特例事業の補助品目に
は優先順位を付記する

その他関連品を申請する
際は、対象品目名を具体
的に記入する



平成　　年　　月　　日

社団法人全国公営住宅火災共済機構

理事長　　　　　　　　　殿

団体名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　印

　本年度の住宅防火施設整備補助事業を申請するにあたり、本事業申請日において、貴機構
に対し、共済未委託である下記住宅については、竣工後速やかに共済委託することを、確約
致します。

7

8

9

※機構
処理欄

契約確認
日付 担当

担当者会員コード 担当課

10

火災共済加入予定日№ 当該団地名
総戸数 新築戸数

団地
既設未加入戸数

2

4

3

6

5

共　済　委　託　確　認　書

記

1

構造 竣工予定日



平成　　年　　月　　日

社団法人全国公営住宅火災共済機構

理事長　　　　　　　　　殿

団体名　　○　　○　県　　○　　○　　町　　

代表者職氏名　　○　○　○　　○　○　　印

　本年度の住宅防火施設整備補助事業を申請するにあたり、本事業申請日において、貴機構
に対し、共済未委託である下記住宅については、竣工後速やかに共済委託することを、確約
致します。

共　済　委　託　確　認　書

記

耐火 平成24年2月10日 平成24年2月10日1 日の出団地

構造 竣工予定日

30

平成23年12月15日

10

8

6

5

4

2

120

大和団地 100 準耐火10

火災共済加入予定日№ 当該団地名
総戸数 新築戸数

団地
既設未加入戸数

会員コード 担当課

※機
構処
理欄

契約確認
日付 担当

担当者

9

7

3

共済委託することを確約する
未加入物件を記入

共済委託することを確約する
新規物件を記入



特例事業について 

 

平成１８年度より特例事業として住宅用火災警報器の補助を行ってまいりましたが、平成

２２年度をもって終了いたしました。５年間で延べ７６４会員の方にご利用いただきました。 

平成２３年度からは新たな特例事業として住宅用火災警報器に加え防火防災関連及び耐震

診断・バリアフリー関連の補助を平成２７年度までの５年間行う予定です。多くの会員の方々

に是非ともご利用いただけたら幸いです。 

 

特例事業補助概要 

１．補助品目及び補助割合 

○ 防火防災関連 

【住宅用火災警報器】 

（１）１戸につき３基までとし、補助単価は 2,000 円とします。なお、1 棟当たり

の面積条件は撤廃しました。 

（２）煙感知式及び熱感知式を、既存の住宅に設置するものを対象とします。 

（３）補助対象経費（補助単価の算定）について 

補助単価の算定対象になる経費は、住宅用火災警報器の本体価格のみで、配

線工事費、諸経費等の関連経費は含みません。 

 

     【防犯カメラ】 

団地内及び敷地内への防犯カメラ設置に係る費用に対し補助します。 

ダミーカメラは対象外とします。 

 

   【防災無線】 

       防災無線設置に係る費用に対し補助します。 

 

【防災器材収納庫】 

防災器材の収納用として使用するものに限ります。 

 

   【その他関連品】 

対象品目は、ガス警報器、一酸化炭素警報器、避難はしご、避難用ハッチ等とします。 

対象品目設置に係る費用に対し補助します。 

 

       ※以上の防火防災関連品目については、事業費の２割に相当する額を補助金額とし 

ます。（住宅用火災警報器を除きます。） 

 

 



○ 耐震診断・バリアフリー関連 

【耐震診断】 

耐震診断に係る費用に対し補助します。 

耐震工事は補助対象とはなりません。 

 

    【避難用スロープ・手すり】 

共用部分及び住戸内に設置又は工事を行うものを対象とします。 

 

    【廊下幅確保・段差解消】 

共用部分及び住戸内に工事を行うものを対象とします。 

        

※以上の耐震診断・バリアフリー関連品目については、事業費の１割に相当する額

を補助金額とします。 

 

    ２．補助限度額について 

    防火防災関連及び耐震診断・バリアフリー関連の各品目の補助金の合計金額１００万

円を限度に補助を行います。したがって、補助申請書に限度額を超える記入をしても

超えた部分は無効になりますのでご注意ください。 

 

  ３．優先順位について 

    特例事業に限り申請書の「優先順位」の欄に順位を記入ください。限度額を超えた場

合に、順位に応じて事業承認額を決定いたします。 

 

４．１会員限度額について 

    都道府県などの会員で、住宅の所管が異なり申請部署が分かれる場合でも、１地方公

共団体を「１会員」として取り扱います。したがって、補助規定第６条の「調整」あ

るいは限度額の適用等についてもこれにより取り扱います。 
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